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１．わが国の道路交通の社会的課題 
 
１）一定の量的ストックの形成 

（１）道路ストックの状況 

わが国においては、戦後一貫した着実な道路整備の結果、高規格幹線道路は計画

全体の約60％が完成し、国道のほぼ100％が舗装され、約90％が大型車のすれ違い

ができる程度まで改良されているなど、一次的な改良という意味において一定の量

的ストックは形成されたと言えよう。 

また、質的に見ても、例えばドライバーへの情報提供については、わが国には VICS

や渋滞情報をリアルタイムで提供する図形情報板といった国際的にも先進的な整

備がなされてきている。 

今後は、必要な道路整備とあわせ、これまで形成してきたこれらの資産、ストッ

クをより有効に活用して、我が国の道路交通環境の改善を図ることが重要となって

こよう。 
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注1）改良率は全道路に占める車道幅員が5.5m以上の道路延長の割合 

注2）舗装率は全道路に占める簡易舗装を含む舗装された道路延長の割合 

出典：道路統計年報 

図 一般国道の改良率・舗装率の推移 
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高規格幹線道路の約６割が完成。今後、開通区間の使い方や真に必要な
道路の効率的・効果的な整備が課題

開通延長
（平成16年4月現在）

8,540km

計画延長 14,000km

整備率 61%

 

出典：国土交通省 

図 高規格幹線道路の整備状況 

 

 

出典：アメリカ､フランス､ドイツ、イギリス：IRF World Road Statistics 

   日本：高速道路便覧、中国：中国交通年鑑及び国土交通省資料 

図 1983年以降の高速道路整備延長 
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表 日本（東京）と各国の情報提供レベルの比較 

情報提供 概要 日本 仏 独 英 米 

文字情報板 通行止めや渋滞などを文字に

して表示。 
○ ○ ○ ○ ○ 

図形情報板 道路網を模式化した図形上に

交通状況を表示 
○ × × × × 

所要時間表

示板 

出口や本線分岐（JCT）手前等

の主要地点までの所要時間の

情報を表示 

○ ○ × ○ ○ 

VICS 高速及び一般道の渋滞の状

況、主要地点までの所要時間、

規制情報等の詳細な道路交通

情報をカーナビゲーションの

画面にリアルタイムに表示 

○ × × × ○ 

ハイウェイ

ラジオ 

高速道路上の定められた区間

でラジオ周波数を一定の周波

数に同調させることによりラ

ジオで渋滞や交通規制の情報

を聞くことが可能 

○ ○ ○ ○ ○ 

インターネ

ットによる

情報提供 

インターネットで渋滞、所要

時間、事故などの情報の閲覧

が可能 

○ ○ ○ ○ ○ 
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表 日本（東京）とフランス（パリ）の情報提供の具体的な設備 

情報提供 
日本 

（東京） 

フランス 

（パリ） 

文字情報板 

 
 

図形情報板 

 

－ 

所要時間表示板 

 
 

VICS 

 

－ 

ハイウェイラジオ 

  

インターネットに

よる情報提供 
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（２）企業活動におけるストック活用の動き 

例えば企業活動においても、近年、資産の保有より利用を重視し、資産の有効活

用によって効率的な事業経営を行う例が見られる。これは「ストックを蓄積するた

めの経営から、ストックを活かしながらフローを稼ぐ経営」へのパラダイムシフト

と捉えられる。また、公益サービスにおいても、電力のように既存施設のマネジメ

ントによって、複雑に変動する需要に対応している事例が見られる。今後は、道路

のような公共サービスにおいても、必要な路線を効率的に整備することに加え、資

産を有効に利用すること、有効に利用するための施策・投資を行うことが大切であ

る。 

 

トヨタ生産方式などで採用されている“混流生産（ライン）”では製品毎に異なる需要変動に
対応し、生産に必要な設備（資源）を有効利用

◆事例：混流ライン（生産）

専用ライン（生産） 混流ライン（生産）

資料： トヨタ生産方式を考える会「 トコトンやさしいトヨタ生産方式の本」 （ 日刊工業新聞社）

各ラインとも製品毎の需要
のピークに合わせた生産能
力が必要

各ラインとも製品毎の需要
のピークに合わせた生産能
力が必要

混流ラインではラインの余力を
活用することにより、より少な
い資源で効率的な生産を実現

混流ラインではラインの余力を
活用することにより、より少な
い資源で効率的な生産を実現

需要のピークがある一般道路とピーク時にも余力のある高速道路を一体的に運用す
ることで資源を有効活用

需要のピークがある一般道路とピーク時にも余力のある高速道路を一体的に運用す
ることで資源を有効活用
需要のピークがある一般道路とピーク時にも余力のある高速道路を一体的に運用す
ることで資源を有効活用

需要のピークがある一般道路とピーク時にも余力のある高速道路を一体的に運用す
ることで資源を有効活用

製品Ｃ

製品Ｂ製品Ｂ

製品Ａ製品Ａ

注）多品種少量生産を行うには、専用の生産ラインを需要に合わせて稼働するやり方では対応できないため、一つの生産ラインで多品
種を生産する混流ラインが有効となるが、標準化や部品の標準化、製品識別や切り替えの管理など高度な技術が前提となる。

 

図 資産を有効活用している企業事例 

製造業における効率的な生産の考え方の例 
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電気料金を需要の異なる時間帯別に変動させることにより、
利用者側は、夜間に作動させることが可能な機器を夜間運転させるなど、経済的なメリッ

トを享受。
電力会社は、ピークの平準化（ピークカット）につながり、発電能力の余裕を確保。
→ 経済性と省資源を同時に貢献

事例：料金割引による夜間電力の有効活用

安価な夜間電力

資料： 東京電力ホームページ
ht tp: //www. t epco-swi t ch. com/denka/i ndex-j . ht ml

余裕のある
発電能力を
有効活用

電力需要変動の平準化
ピークカットにより、
発電所等の増設が
抑制され、

ＣＯ２排出量も削減

大小
kWhあたり
ＣＯ２排出量

余裕なし余裕あり発電能力

昼間夜間

大小
kWhあたり
ＣＯ２排出量

余裕なし余裕あり発電能力

昼間夜間

電力供給の特性

利用者 ：電気代の節約が可能

電力会社 ：電力供給コストおよびＣＯ２排出量の削減が可能

利用者 ：電気代の節約が可能

電力会社 ：電力供給コストおよびＣＯ２排出量の削減が可能

夜間電力の有効活用のメリット夜間電力の有効活用のメリット

昼間の需要を
夜間へ転換

資料： 経済産業省
HPht t p: //www. met i . go. j p/pres
s/ol ddat e/energy/t 71216d4. ht
ml 等を元に作成

 

図 資産を有効活用している企業事例 

夜間の余力を活用したマネジメントの例 

 
このような｢つかう｣政策の積極的な展開により、欧米に比べて相対的に小さい密

度のネットワークの段階においても、世界の誇れる道路交通システムを目指してい

くことが必要である。 

 

 

２）残された課題 

（１）交通安全 

わが国の交通事故による死者率を経年的にみると、道路整備の進展に伴って確実

に改善されてきたが、依然として年間死傷者数は約120万人にも上っている。単位

走行台キロあたりの死傷者事故件数で見ても、我が国は欧米諸国と比較して、かな

り高いレベルにある。 

なお、交通事故の減少は、他の国においても大きな課題となっており、例えばイ

ギリスにおいては、幹線道路の交通事故件数を2010年までに1994年から1998年まで

の平均値より40％削減する計画となっている。 
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出典：今、転換のとき（国際道路交通事故データベースIRTAD） 

図 交通事故による死者率の国際比較（30日以内者数） 

 

  

出典：警察庁「交通統計」 

図 交通事故による死者数、死傷者数、件数の年推移 
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出典：日本：交通統計平成15年度版 

   アメリカ：Transport Safety fact 2003 

   イギリス：Road Accidents Great Britain（～1994年）、Road Casualties in Great 

Britain 2003（1995年～）、Transport Statistics Great Britain 

   フランス：Memento de statistiques des transports 2003、Les transports en 2003 

   ドイツ：Verkehr in Zahlen 2003/2004 

図 交通事故による死傷事故件数の国際比較 

 

 

例えば、私たちは、一生（80年）の中で53％の確率で交通事故に遭遇し、死傷する可能性がある。

また、家族が事故に巻き込まれる確率は94％もある。 

 

出典：社会資本整備審議会第１回道路分科会資料を参考にして平成15年度値を算出 

図 一生（80年）で交通事故に遭遇する確率 
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表 交通安全の目標値の諸外国比較 

国 
ターゲット 

年度 
交通安全の目標 

2004 年 

・死亡事故率（１億走行マイル当たり）：1.38 

・大型トラックが関係する交通事故死者率（１億営業走行マイル当たり）

：2.07 

・アルコール関係の事故率（１億走行マイル当たり）：：0.53 

・全部座席着座者のシートベルト装着率：79 

2008 年 

・死亡事故率（１億走行マイル当たり）：1.00 

・大型トラックが関係する交通事故死者率（１億営業走行マイル当たり）

：1.65 

上記の目標値を基に各州で以下のような目標を設定している。 

2010 年 
ニュージャージー州：自動車交通事故を25％、歩行者の交通事故を50％

削減する。 

アメリカ 

2011 年 
フロリダ州：州道における商業車の事故件数を7.7/1億VMT（又はそれ以

下）まで削減する。 

イギリス 2010年 

交通事故の死傷者を、1994年～1998年平均値より40％、子供の死傷者は

50％削減する。 

 
 

 

－ 
年間約340億ユーロの費用を出している道路交通事故を持続的に減少さ

せる。 ドイツ 

2010年 EU域内全体での道路交通事故死者数を50％減少させる。 
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（２）交通渋滞 

わが国の一般道路の平均混雑時旅行速度は市街地の国道で20km/hと横ばいであ

る。これをイギリスと比較すると、イギリスでは市街地の幹線道路では40～50㎞/

ｈと我が国の倍以上である。また、渋滞損失時間も年間国民１人あたり約30時間に

上っており、交通渋滞も依然として大きな課題として残されたままである。 
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出典：国土交通省資料（平成15年度達成度報告書／平成16年度業績計画書） 

図 都道府県別の１人当たりの渋滞損失時間 
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出典：日本：道路交通センサス（混雑時旅行速度） 

   イギリス：Traffic Speeds on English Trunk Roads（AM peak） 

図 日本とイギリスにおける道路種別平均旅行速度の経年変化 
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（３）環境との調和 

①地球温暖化問題 

地球温暖化問題については、国際的に温室効果ガスの排出削減のための取り組み

が進められており、我が国においても、すべての分野、すべての地域で取り組むべ

き課題である。 

自動車による排出の削減のための対策は、自動車の単体対策と旅行速度をアップ

させるための道路側に対策に大きく分けられる。単体対策のうち、自動車の性能に

ついてみると、排気量の同レベルの自動車の燃費を国際的に比較すると我が国の国

産車はトップレベルにある。一方、旅行速度は国際的にも低いレベルであり、今後

は、低燃費車の普及とともに、旅行速度を上げるための道路側の取り組みが求めら

れる。 

ＣＯ2の排出については、旅行速度が20km/hの場合は40km/h以上の場合に比べ、走

行キロあたりの排出量が急激に増加する。わが国の場合、現在、一般道路の平均混

雑時旅行速度が市街地で20～30km/hと遅いため、すでに40km/h以上の旅行速度を有

する欧米諸国に比べ、旅行速度を上げることによるＣＯ2削減の余地が大きく、道路

側の今後の取り組みによる削減効果は大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国土交通省HP掲載データより作成 

図 自動車走行１km あたり CO2排出量比較（3,000cc クラス） 
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■国産車の燃費は同じ条件下では欧米の車を大きく回り、限界

■今後、単体対策として低燃料車の普及に加え、より「着実」な
対策として走行速度向上によるCO2削減を進めることが重要

■国産車の燃費は同じ条件下では欧米の車を大きく回り、限界

■今後、単体対策として低燃料車の普及に加え、より「着実」な
対策として走行速度向上によるCO2削減を進めることが重要
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図 自動車の燃費率の推移の国際比較 

②沿道環境 

旧自動車NOx法の特定地域においてSPMは約５割、NO2は約４割の測定局で環境

基準を達成しておらず、それぞれの年平均値は近年概ね横這いとなっているなど、

依然として沿道環境については大都市圏を中心に厳しい状況が続いており、今後の

道路整備において、環境との調和を十分に図ることが必要である。 
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図 ＳＰＭ、ＮＯ２の環境基準達成状況（特定地域） 

 

③道路空間の景観の向上 

市街化区域における道路が占める割合は、面積でみて２～３割にものぼり、道路

空間の景観はそのまち全体の景観に大きな影響がある。具体的には、無電柱化の遅

れや市街地への大型車の混入によるまちの景観の悪化があげられる。 

 

（４）脆弱な国土での道路ネットワーク 

我が国は、沖積層の土壌と険しい脊梁山脈により国土が形成され、雨量も積雪量

も多く、厳しい自然条件にさらされているとともに、世界的にも有数の地震多発地

域でもある。このような風水害や地震などの災害が発生する可能性がきわめて高い

 
 

資料：自動車技術2004.1 vol.58 

■日本車は1980年頃までは品質がよく
燃費率がよかったが、その後高級車

への移行により燃費率向上に歯止

出典：国土交通省 
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国であり、災害発生時に速やかな避難や復旧に緊急輸送路としての道路ネットワー

クの必要性が他国に比べ格段と高い。 
 

北陸道被災区間

（柏崎IC～三条燕IC）

国道１７号被災箇所

（和南津トンネル）

関越道被災区間
（長岡JCT～六日町IC）

 

＜被災区間・箇所＞ 

【10/23 17:56 地震発生】 

 
＜関越道の被災状況＞ 

 

図 新潟中越地震における高速道路の被災状況 

 

（５）高速道路未整備地域と整備の進んだ地域との地域格差の顕在化 

高速道路の整備が約60％完成した結果、高速道路の未整備区間をもつ地域と整備

が進んだ地域との間の地域格差が顕在化してきている。 

例えば、東名高速が通過する静岡県と、高速道路の整備が遅れている島根県を比

較すると、静岡県では静岡市からのトリップの行き先が県内全土及び県外に及んで

いるのに対し、島根県では松江市からのトリップの行き先は周辺地域にとどまって

おり、両県民のモビリティには大きな差が生じている。 

また、工場の立地状況を見ると、約７割は高速道路のICから10km未満に立地して

いるように、地域産業の活性化の面からも差が出ている。 

10月24日（日）13時 
全線にわたり緊急車両通行可 

10月26日（火）22時 
北陸道が全線で通行可 

11月５日（日）16時 
関越道が全線で通行可 
（長岡～小出間のみ片側

１車線通行） 

11月26日（金）16時 
関越道が全線で４車線通

行可 

出典：国土交通省 
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注）算出方法：県庁所在地から出発する交通が向かう県内市町村及び他県の内、交通量の多い上位10位ま

での県内市町村及び他県を表示した。ただし、他県が到着地である場合、他県市町村への交通量を県

毎に合計したもので順位付けした。 

図 静岡県と島根県のトリップ方向と道路整備の状況 
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図 IC からの距離別工場立地件数のシェア推移 
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出典：国土交通省 


